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  目指す学校像  児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な教育を推進し、「生きる力」を 

  

                      ※学校関係者評価実施日とは、最終回の学校評    
  育成する学校    Ａ   ほぼ達成  （８割以上）                          価懇話会を開催し、学校自己評価を踏まえて 
   

 達                              評価を受けた日とする。         Ｂ   概ね達成  （６割以上）  
      
  １ 充実した授業づくり   成     出席者 学校関係者    ９ 名    
  ２ 開かれた学校づくり    Ｃ   変化の兆し （４割以上）    
  重 点 目 標  ３ 健康で安全な学校づくり   度               生徒       ２ 名    
  ４ 進路指導の充実    Ｄ   不 十 分  （４割未満）    
                   事務局（教職員） ６  名        

 
     ※ 重点目標は３つ以上の設定も可。重点目標に対応した評価項目（年度達成目標を意味する。）は複数設定可。 
      ※ 番号欄は重点目標の番号と対応させる。評価項目に対応した「具体的方策、方策の評価指標」を設定。 
 
   

学    校    自    己    評    価   学 校 関 係 者 評 価 
   
   

年    度    目    標 年  度  評  価 （２月１日 現在  ）   実施日 平成２９年２月１５日 
    
         
番号  現状と課題  評価項目 具体的方策 方策の評価指標 評価項目の達成状況 達成度 次年度への課題と改善策   学校関係者からの意見・要望・評価等 

          
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 
 

・教育支援プランＡの合理的
配慮の項目を追加した。こ
れまでの記入項目を整理
し、保護者との共通理解を
丁寧に持ち、児童生徒一人
一人の実態に即した教育実
践を行って行くことが必要
である。 

 
 
・今年度より高等部教育課程
の複数化を実施するにあた
り、これまでの課題別学習
との整合性を保ちながら内
容を整備して行く。今年度
における中長期目標を示し
計画性を持って進めて行く
必要がある。 

 
 
 
 
 
・学校研究として２年目とな
り、次の内容・授業実践に
つなげていく必要がある。
児童生徒の実態をより細か
に把握し、児童生徒の障が
いの特性や困り感を改善・
克服するための指導内容・
方法を検討し、より個に応
じた授業づくりにつなげる
ことが課題である。 

・教育支援プランＡ・ 
Ｂの作成と活用に 
ついて教員・保護者 
の共通理解を持ち、 
経営案・年間指導計
画への反映と実践
力の向上。 
 
 
 

・小・中学部、高等部 
の教育課程につい
て学部間の共通理
解を持ち全校の取
り組みとして意識
の向上を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
・客観的な児童生徒
の実態把握を進
め、教員間との共
通理解を深め、個
に応じた授業実践
を行う。 

・学部の研修成果を、
全校で共有し、実
践力につなげてい
くようにする。 

・研修等の充実を図
る。 

①合理的配慮の項の作成について 
 意見集め、全校で共通理解を持 
 ち記入事項の整理を行ない１学 
 期末までに入力する。 
②経営案・年間指導計画について 
 は、期日までに作成し、学期毎 
 に実践をまとめ、見直しを行い 
 次学期の取組みや実践に向け準 
 備をする。 
 
 
①小中高の教育課程意見交流会を 
 実施し、実践を交流すると共に 
 お互いの教育課程の理解を深め 
 実践に活かす。 
 
②高等部の複数化については、プ 
 ロジェクト会議を必要に応じて 
 開催し、今年度の反省と今後に 
 向けた計画を立てる。 
 
 
 
 
 
①評価内容や特性等の特徴を理解
し、各種アセスメントを実施す
る。その結果を活かして授業研
究を行う。 

②年度末に研究報告会を実施し、
各学部・ブロックの研究成果を
発表する。 

③学校研究に伴う全校研修会、教
職員の希望に基づいた希望研修
会等について企画・運営を行う。 
 

①保護者との合意形成を行
い、合理的配慮を作成入力
し、全校で共通理解できる
部分について確認できた
か。 

②経営案・年間指導計画を作
成し、学期毎に実践をまと
め、見直しができたか。 

 
 
①小中高の教育課程意見交流
会を実施し、実践を交流す
るとともにお互いの教育課
程の理解を深めることがで
きたか。 

②プロジェクト会議を開催
し、今年度の反省と今後に
向けての計画を立てること
ができたか。 

 
 
 
 
①高等部の複数化に伴い生活
単元学習についての位置づ
けと整備ができたか。更に
本校に合った複数化に向け
た内容について検討がなさ
れたか。 

②適切に実態把握を進め、個
に応じた授業実践を深める
ことができたか。 

③研究報告会において各学
部・ブロックの研究成果を
示すことができ、各学部・
ブロックの学校研究に寄与
し、教職員のニーズに即し
た研修会の実施で、全教職
員の指導力、実践力を高め
ることができたか。 

①１学期（６／３）に全職員で合
理的配慮についての研修を行い、
作成事項についてマニュアルを含
め共通理解を図った。学期毎に保
護者と合意形成を図りまとめる事
ができた。 
②学期毎に実践をまとめ、年間指
導計画・経営案の見直しを行った。 
 
 
①縦割りグループで生活単元学習
について実践交流を行った。学部
間の教育課程についての情報を共
有し他学部の学習内容を深めるこ
とができた。 
 
②学部会とプロジェクト会議を開
き、類型の編成について見直しを
行った。１年生は実態把握意向調
査、２年生から類型毎の編成で進
め、事態把握の上での指標を学年
共通で定める方向性を確認した。 
 

①生活単元学習に関する研修会や

学校研究を通して、各学部の「授

業」を軸に、発達的な観点、社会

的な視点で、実態把握を行い、指

導・支援について各学部の実情に

合わせた取り組みを深めることが

できた。 

②研究報告会で研究の成果を全校 

で確認し大綱的ではあるが成果を 

共有することができた。 
③研修に対するアンケートから生
活単元学習の研修会を実施するな
どニーズに則した研修を行った。
また、１学期は研修・実践を積み、
２学期に授業公開を行い、活発な
意見交流ができた。 

 
 
 
 
 
 
Ａ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

 
 
 
 
 
 
 
Ａ 

 
 

①保護者との合意形成を丁寧
に行い、共通理解を深め作成を
行う。また「合理的配慮」や「特
別の配慮が必要な生徒」等の記
入方法について、新たにマニュ
アルを作成し周知する。 
②プランBとの整合性を図り、 
書式の改訂を考え、経営案・年 
間指導計画を活用できるもの 
にしていく。 
①教員間の共通理解を更に図 
るように、実践交流の充実に向 
け、グループ編成やテーマ設定 
の工夫が必要である。 
 
 
②今年の方向性を受け、学年毎 
の課題として、次年度の類型編
制が具体的になるよう検討を
進め教員間の共通理解を持つ。 
 
 
 

①②全校的な視点に立って本

校が直面する課題や研究ニー

ズを把握し、新しい研究テーマ

『「できる」力、「やってみた

い」気持ちを育てるために～

「自立につながる力」をみつめ

て』に基づく学校研究を展開す

る。＜１／１９職員会議確認＞ 
③本年度に引き続き、学校研究
の成果に寄与する全校研修会、
教職員のニーズに則した希望
研修会を実施する。そのため
に、研修に対するアンケートを
実施し全員参加の研究を進め
て行く。 

 
 
 
 
 
１－①②教育課程の意見交流／高等部教育課
程の複数化 
 

・次期学習指導要領を見据え、教育課程の意見

交流や複数化を進めるにあたり「何が身につい

たか」を指標に挙げ成果と課題を明らかにして

行くと良い。 
 
・高等部教育課程類型化の整理・実施・定着等、
進捗状況が遅いようである。「類型Ⅱ」の生徒
は「一般就労対象」という誤った理解をしない
よう、教員間の共通理解・認識の基、保護者向
け説明で注意していく必要がある。 
 
 
 
 
 
１－①②学校研究 
 
・生活単元学習について、各学部の活動内容を
見直し、単元として位置づけ長期の視点を持っ
た学習内容を整理したことを今後に活かす。 
＝例として＝ 
＜小～作物栽培／中～複数のアセスメント／
高～進路学習（就労を目標）＞ 

 

 

 



 
 
 
 
 
２

  

・地域の幼・保・小・中への
支援も少しずつ広がり、サ
ービス等利用計画に関係す
る連携も定着してきた。更
に要請に応じて幅広い対応
ができる体制が必要であ
る。合理的配慮に関しても、
地域の学校との連携・情報
交換をおこなっていく。 

 
・ボランティアの育成と活用
については、校外への広報
と共に校内での理解を促進
し計画的に対応して行く必
要がある。 

・保護者アンケートについて
は保護者約８割の回答があ
げられ協力的である。回答
に対する分析と回答項目の
整備が必要である。 

・地域のセンター的  

 機能をさらに充実 

させ、要請に応じて 

複数の担当者で対 

応できるようにす 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

・年２回の意見交流と   

 保護者アンケートの 

 要望を受け、保護者 

 の学校参加意識を高 

 め、学校改善に向け 

 連携を持つ。 

①「教員向け教育相談」「公開研
修会」「コーディネーター研修
会」等、パンフレットの学区内
への配布、ホームページへ掲載。
事例研修会の複数回の実施。 

②就学支援と連携し幼稚園・保育
園への訪問などを通して、地域
のセンター的機能の周知と信頼
を高める。 

 
③ボランティアセンターとの連
携、ボランティアの養成・窓口・
調整をおこない本校での活動が
より拡充できるようにする。 

 
①保護者アンケート項目の改善を
図り、実施・集計の際、要望や
意見の集約がより正確な情報と
なるようにする。次年度に向け
た反省事項として活用する。 

①地域からの要望に対して、

地域校内支援部を中心とし

た全校体制をつくり応えら

れたか。 

②地域へ本校が取り組んだ支

援活動の実施回数やアンケ

ート等で確認。昨年度比含。 

 

③ボランティアの育成活用に

ついて広く募集をかけ理解

が深まっているか。過去年

度からの分析を含む。 

 

①保護者の正確な意見を集約

するために、アンケート項

目が妥当であるかの検証

と、結果の分析・フィード

バックが適切であったか。 

①コーディネーター研修、公開研
修、３回の事例研修など広く地域に
呼びかけ、アンケートでは、ほとん
どの参加者から高い評価を得た。 
②巡回支援等に関しても、１２月末
で６１回、ケース数では６７ケース
と２２回程増えている。また、研修
会や就学支援委員会、いじめ非行対
策委員会等、依頼の内容も多岐に渡
ってきており、着実に地域へ浸透し
てきた。 
③ボランティア養成講座の参加者
は１０名。大学との連携を図り参加
者が増加した。月毎の協力者も下半
期に安定した人数が確保できた。 

①「わからない」の多かった質問を改

善し、より正確な評価を集められた。保

護者アンケート回収率は 82％。「施設

設備」に関する質問以外は概ね好評

価が多かった。特に保護者との情報共

有・緊密連携の点は、全学部で向上し

てきている傾向にある。 

 
 
 
 
 
 
Ａ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 

①②地域支援や巡回支援数が広 
がった。地域校内支援部員をは 
じめ全教員の専門性や信頼性を 
更に高められるよう、校内外の 
研修への参加を促し特別支援教 
育コーディネーターとして機能 
し活躍できる人材を育成してい 
く。 
 
 
③年度を通して安定してボラ 
ンティアの確保が行えるよう 
に大学との連携や、広報活動に 
力を入れて行く。 
 
①質問に類似する項目があること

を見直し、体罰調査を含めたアン

ケートにする等内容を改善する。 
また、アンケート結果で、授業・行 
事内容が十分個々の力に対応でき 
ていない点の改善策や、進路指導 
で家庭との一層の連携についての 
対応が課題である。 

２－①地域支援 
・コーディネーターの地域支援の相談ケースが
増加傾向にあり、特に中学校の巡回支援要請
で、発達障害のケースが多くなっている。セン
ター的機能の役割を担う上で、ニーズに対応で
きる校内体制の整備が必要になる。 
また、施設への短期入所の相談数が増えてお
り、学校と福祉の連携もコーディネーターの関
わりが重要になってくる。 
 
２－③ボランティアの活用 
・学生へのボランティア養成講座は、大学の実
状から９月前半が良い。発達障害や合理的配慮
から巡回要請が増加すると予想されるため、更
なる活用ができる体制づくりが必要である。 

 

 
 
 
 
 
３ 

・災害時における対応につい
ては、保護者アンケートの
中でも関心が高い内容であ
る。和光市の福祉避難所と
して地域力の確保や、通学
区における課題を探り対応
について更に整備を図る必
要があり、より安心安全な
学校づくりが求められてい
る。 

 
 
 
 
 
・児童生徒の健康管理につい
て、医療機関と積極的に連
携し、組織的に取り組むと
ともに、児童生徒が安全に
学校生活を送れる環境設備
を徹底する。 

 
 
 
 

・福祉避難所としての 

 役割と体制整備に 

 ついて調整を図る。 

・保護者を交えた緊急 

 時想定訓練の実施。 

 

・一斉メール配信の加 

 入率１００％を目指 

 す。 

 

 

 

 

・日常における児童生 

 徒の健康・安全につ 

 いて職員間の共通理 

 解を徹底し意識を向 

 上させる。 

 

 

 

 

 

①学校と和光市との連絡・調整を
行ない、併せて学校内の教職員
の役割を確認し、学校備蓄品に
ついても確認整備をする。 

②昨年度は雨天中止となったた
め、今年度はより実践に近い状
況での訓練となるよう天候に関
わらず実施する方向で計画す
る。 

③一斉メールは、新転入生の登録
に加え未登録者の登録推進を行
ない、より多くの登録者数とな
るようにする。 

 
 
①日常の健康観察や定期健診を適
切に実施し、児童生徒の健康管
理について家庭や医療機関と連
携し、組織的に取り組む。 

②食物アレルギーについては委員
会を中心に対応し、校内外での
食事指導について十分注意をす
るよう教員への指導、周知を徹
底する。 

③月１回の安全点検を実施し、よ
り適切な環境設備を行う。衛生
面の維持向上に努める。 

①全校職員に対して福祉避難 
 所についての情報と体制づ 
 くりについて周知できた 
 か。 
②引き渡し訓練について、保 
護者の理解・協力の元、訓 
練がスムーズに実施でき、 
問題点や課題が明らかにで 
きたか。 

③一斉メールへの理解と協力 
を得て、登録率１００％が 
達成できたか。 
 
 
 

①健康観察等を適切に実施 
 し、家庭や医療機関との連
携し、健康・安全な学校生
活が送れるよう整備が図れ
たか。 

②食物アレルギーに関する対
応について、全職員へ周知
し組織的に対応できる体制
整備が図れたか。 

③安全点検を定期的に実施 
 し、問題個所について早急 
 な対応を行う事ができた 
 か。また、衛生面の管理が 
 適切に行われたか。 

①６月に和光市危機管理室との間

で「福祉避難所の確保・運営ガイド

ライン」に沿った対応について話し

合いを持ち概要について７月の職

員会議で周知し、協定を締結した。 

②9/27 に引取り訓練を実施。特に混

乱もなく実施できた。アンケートを

受け次年度に向け課題を整理し準

備をして行く。（和光特支との合同

訓練等） 

③情報部と協力し、登録率が 72.5％

から 85％になり増加した。 

①健康診断やバランス教室等の結

果を保護者に伝え、児童生徒の健康 

管理を行った。 

②４月給食開始前に食物アレルギ

ーのある児童生徒の情報を全職員

及び調理関係者へ周知徹底し、追加

情報の資料整理・周知を行った。 

Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
Ａ 
 
 
 
 
Ａ 

①緊急時の対応について校内体

制を確認し福祉避難所としての

役割について教員の共通理解を

図り、引き続き研修や訓練を通

して防災への意識を高める。 

②訓練をより現実性のある想定

に近づけ、内容を充実させる。 

 ③引き続き情報部と協力し、登

録率を 100％に近づけられるよ

う保護者へ協力を依頼する。 

  

 

①児童生徒の健康管理につい

て、継続して医療機関と積極的

に連携し組織的に取り組む。 

②食への安全を徹底し、個別の

対応プランの作成について保護

者との合意形成に向けた確認が

必要である。 

 ３－①②引き取り訓練 
・保護者への引き取り訓練の意義を周知するた
めに、学校行事のように実施日を決め、必ず保
護者が引き取り共に下校する条件を課すこと
も必要である。地域小中学校の兄弟の引き取り
訓練日との調整も必要になる。 
 
・３・１１の教訓から、迎えに来られない場合
の対策を講じておくことが必要である。 
・訓練条件を多方面から設定し行う必要があ
る。今年の訓練の目的を明確化することで参加
意識が高まるものと考える。 
 
３－③一斉メール 
・メール登録者数を更に高めると共に、災害に
対応できる複数の連絡手段を整備し、その訓練
を行うことで活用幅を広げることが必要であ
る。（伝言ダイヤル「１７１」等） 
 

   
③月 1回の安全点検を実施し、問題

個所について早い時期に解決し適

切な環境設備を整えた。（スズメバ

チの駆除・遊具の修理等） 

カーテンクリーニングの実施等、衛

生面の管理を適切に行った。 

 
③危険個所の整理整頓や遊具の

安全性の確保や、教室・トイレ

の衛生面を重視し、害虫などの

駆除に対しても早急な対応で進

める。 

  

 
 

 

 

 

４ 

・児童生徒の実態に即し、キ

ャリア教育の視点を持った

教育実践を通して、将来を

見据えたよりきめ細かな進

路指導の必要性がある。 

 

・地域の福祉の状況について

把握し、障害者雇用の状況

や福祉制度などについて理

解を更に深めていく必要が

ある。 

・小学部・中学部にお

いてキャリア教育

の視点を持ち「生き

る力」を育てる。 

 

 

・卒業後の就労情報の

共有と将来の進路

に向け、学部段階、

及び実態に即した

時期からの積極的

な啓発を行う。 

①キャリア教育の視点に立った 

 指導を日々の学習の中で行う 

 とともに、進路学習や行事を計 

 画・実施する。 

 

 

②進路指導部が中心となり、情報 

 を発信し、保護者と教員で情報 

 共有ができるようにする。 

 また、全校の保護者を対象とし 

 た講演会や「卒業生の話を聞く 

 会」などを実施し、進路につい 

 ての理解を深められるようにす 

 る。 

①発達段階に応じて、将来の

生活につながるよう、日常

生活や学習面での指導が適

切に行われたか。 

 

 

②早い時期から保護者・教員

の進路に対する関心や理解

を高めることができたか。 

①小学部では日常生活面の向上を 

に大切にした取組みに力を入れる 

事、中学部は進路学習ファイルを通 

して保護者への協力を求めるなど 

意識を高めた。高等部では、生 

活単元学習の中で社会生活や働く 

ために必要な力の向上を図った。 

 
②進路講演会、「卒業生の話を聞く
会」を実施した。また、小低・小高・
中のそれぞれで進路懇談会を行い、
将来を見据えて大切にしたいこと
や、進路に関する情報を伝えた。進
路便りの中で地域の作業所の情報
や、進路の取り組みについて紹介す
るなど、関心が高まるようにした。 

 
 
Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

①各学部で行う進路学習の具体

的な内容、特に高等部各学年で行

う進路学習の内容を整理しキャ

リアの視点を更に充実させる。 

 

 

 

 

②進路講演会などの参加人数を

増やして行く為に、事前に保護

者へ希望調査などで意見を聞く

と共に、進路だよりで周知を図

るなど参加を呼び掛けるように

する。 

４－②進路情報 

・就労先を増やす取組みとして、企業開拓や保護

者からの情報、インターネット、商工会との連携

等を行い、また、地域の中小企業向けに学校の取

組みを公開し、理解を深めてもらうことや、ハロ

ーワークとの連携等、幅広く進めて行く必要性が

ある。一般的には、実習を通して様子を見てもら

い採用に結び付けて行く一般的な方法も必要で

ある。 

    



 

                                                                   


